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介護保険制度における家族介護者への支援施策に 
関する歴史的変遷と課題 
－全国の自治体の介護保険者への量的調査の結果を通して－ 
 
人間社会研究科 人間福祉専攻 
博士後期課程 3 年  張 梦瑶 
 
1. 在宅介護における家族介護者の現状 
 
1) 高齢者世帯構成の変化による在宅介護への影響 
国家の近代化の影響で、現代日本の家族形態も変化しつつあり、厚生労働省国民生活基礎調査(図 1)のデータ
によると、1986（昭和 61）年から 2015（平成 27）年の 30 年間、65 歳以上の高齢者いる世帯のうち、三世代
同居の割合は 44.8％から 11.0％に大幅に減少し、そのかわりに、高齢者単独世帯は 13.1％から 26.4％に、夫
婦のみ世帯は 18.2％から 32.5％に、ほぼ倍近く増加し、全体的に世帯の規模が縮小する傾向がみられる。 
この影響を受け、昔ながらの「長男の嫁」が介護する基盤はかなり弱くなってきた。一方、晩婚化の影響で、
未婚子との同居の比率が増加したが、働く子どもに介護の分担を期待することは依然として困難である。家族
形態の変化が在宅介護の形に大きい影響を与えながら、高齢者のみ世帯の介護の問題が顕在化されてきた経緯
が読み取れる。 
 
 
図１ 高齢者(65 歳以上)の家族形態の年次推移 
 
2) 在宅介護における主介護者の続柄の変化 
内閣府の調査によると、「自分の介護が必要になった場合に、どこでどのような介護を受けたいか」という介
護への希望について、「自宅で介護を受けたい」と答えたのは全体の 73.5％を占め、そのうち「家族中心に介
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護を受けたい」のは 18.6％、「家族の介護と外部の介護サービスを組み合わせて介護を受けたい」のは 17.5％、
「家族に依存せずに生活ができるようなサービスがあれば自宅で介護を受けたい」のは 37.4％であった（内閣
府 2018）という。多くの人が要介護状態になっても、フォーマルまたはインフォーマルな介護サービスを利
用しながら、自宅での生活を継続する意欲が見受けられる。 
「あなたは、将来あなたの身体が虚弱になって、日常生活を送る上で、排せつ等の介護が必要な状態になっ
た時、どなたに介護を頼みたいと思いますか」に対し、全体的に最も多い回答は「配偶者」で 36.7％を占め、
その次は「介護サービスの人」は 31.5％、子どもは 22.7％、「子の配偶者」はわずか 1.9％にとどまった。性
別からみると、男性は「配偶者」からの介護を期待するのは 56.9％に対し、女性は 19.3％に過ぎない、男女の
間の差が顕著である（図 2）。 
 
図２ 将来、自分が介護が必要な時に頼みたい人 
 
 
図３ 同居の主な介護者続柄の年次推移 
 
実際、介護者と同居している主な介護者の続柄の年次推移をみると、配偶者は最も多く、全体の 25％ぐらい
を占め、平成 16 年から少しずつ増加している。その次は子どもで 20％前後を占め、子の配偶者は平成 13 年
の 20％ぐらいから平成 28 年の 9.7％に減少した（図 3）。 
なお、在宅で生活している要介護高齢者の現状として、同居の主な介護者と要介護者の年齢階級別の年次推
移をみると、60 歳以上同士、65 歳以上同士、75 歳以上同士の組合せにおいて、いずれも上昇する傾向がみら
れ、65 歳以上同士は 54.7％、75 歳以上同士は 30.2％まで上昇した（図 4）。 
このように要介護状態になってからの在宅生活を送る場合、家族介護者、特に配偶者が介護の担い手として
大きく期待されている。そのため在宅介護における主な介護者は要介護者の配偶者となり、今後社会全体の高
齢化と核家族化がさらに進展し、高齢者夫婦間介護がますます増加することが予測される。 
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図４ 年齢別にみた同居の主な介護者と要介護者等の割合の年次推移 
 
 
2. 家族介護者支援に関する政策展開の歴史的変遷 
 
1) 介護保険制度が創設される以前の家族介護 
 第二次世界大戦終戦後、憲法や民法の改定によって、法律上での「家父長的な家制度」は廃止されたが、民
間の意識などはすぐに変化することはなかった（春日井 2004）。家族介護の場合、「長男の嫁」が老親の面倒
を見るべきだという意識はまだ強く残っている。しかし、戦後の人口平均寿命は、男女ともに 50 歳台にとど
まっていたので、「介護」の期間が現在のように長期化することは少ないし、「長男の嫁」のように一部の人し
か関わらない問題として、社会的な認識はあまり広がらなかった。その後、高度経済成長期に入り、生活水準
や医療・衛生環境の向上と相まって、平均寿命は大幅に伸び、10 年間ぐらいを経て、男女ともに 60 歳を超え
た。1961（昭和 36）年に国民健康保険法が改正され、国民皆保険の体制が確立され、さらに高度成長がピー
クを迎えた 1973（昭和 48）年は、「福祉元年」と位置づけられ、老人医療無料化制度が始まった。しかしその
後、要介護状態になった高齢者が長期的に入院することによって、国民健康保険がその支出の大幅な増加によ
って破綻することが危惧されるとともに、いわゆる「社会的入院」という現象が問題化された。 
 資本主義社会における近代家族の基本的性格について、庄司洋子（1986）は、「自助原則」と「愛情原則」
の二つの原則を導き出した。そして、山田昌弘（1994）は、庄司によるこの「自助原則」を「お互いの一定の
生活水準の確保、および労働力の再生産に責任を負う」こと、「愛情原則」を「お互いの感情マネージ（情緒的
満足を得たり不満を処理する）の責任を負う」こととして捉えた。家族の自助原則を前提にして、近代日本で
は、育児や介護等のケアは基本的に家族の責任とみなされてきて、社会保障の役割はあくまでも補完的な存在
であった。このような家族依存の社会福祉政策の傾向が、「日本型福祉社会論」としてより明確な形で打ち出さ
れたのは、1970 年代以降であった。1973 年のオイルショック後では、高度経済成長期の景気の好況が続かな
くなる一方、急速な高齢社会の到来が迫られていた。低経済成長への軌道修正に伴い、政府が社会福祉行政財
の合理化について、福祉関係の財政支出の削減を求めた（佐藤 1985）。そこで、1979（昭和 54）年、「日本型
福祉社会」の構想が提起され、社会保障の整備に関する施策の基本方向について、具体的には以下の通り説明
された。 
 
 人びとの生活の安定は、一般的には個人の自助努力に加えて、家族の相互扶助、さらには近隣社会をはじめ
とする社会連帯などのあたたかい人間関係のもとに築き上げられるものであろう。そのなかで社会保障の基本
的任務は、公的に保障すべき所得又はサービスを適切に提供し、国民が生涯のどの段階においても不安なく生
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活設計を立て得るような基礎的条件を整備することである。（経済企画庁編「新経済社会 7 カ年計画」1979） 
 
ここでは、個人と家族の自助努力、地域社会の役割の重視、これらを前提とする社会保障の構築が強調
されている。日本型福祉社会論における「自助」と「福祉」の関係について、松井栄一（1985）は「時に
は、福祉の上に自助が成立するかの如く述べながら、実は、自助の上に福祉が形成されるという立場を貫
いている」と評価した。つまり、自助努力等の上に公的福祉が形成されることになった。また、野々山久
也（1992）は、家族の機能は「福祉の含み資産」と見なす、そのため、在宅介護の場面において家族の介
護力が期待されがちになると評価した。また、1986（昭和 61）年、平均寿命の伸長と高齢化人口の増加
によって、「長寿社会対策大綱」が決定され、ここで施策の留意点として、「個人の自助努力、家庭・地域
社会の役割を重視するとともに、民間活力の活用を図る」ことが挙げられた。 
さらに、1989（平成元）年、「高齢者保健福祉推進十か年戦略（ゴールド・プラン）」が策定され、今後
の超高齢化社会の到来に備えて、保健医療と社会福祉サービスの連携による各種の社会的資源の再構築を
図った。そのポイントとして、従来ながらの施設入所中心の高齢者介護体制が、在宅介護に転換し、家庭
での介護機能の強化をみたのである。 
このような一連の施策は、家族をベースとする在宅介護を重視し、その補足として、地域社会の役割を
重視し、家族介護への支援体制が整備されることを構想した。 
 
2) 介護保険制度の創設に伴う家族介護者支援に関する議論 
1980 年代から 90 年代にかけ、家族の多様化により、日本型福祉社会の構想が継続しにくくなった。晩婚化
や未婚化の傾向、そして女性の積極的な社会進出等の要因による影響で、従来の家族介護の基盤が脆弱化して
きた。家族のみで介護等を担うことが困難化するなか、「家族支援」の論理が社会福祉の政策論議において重要
な論点とみなされるようになった（藤崎 2000）。このような背景から、2000（平成 12）年から創設された介
護保険制度は、被保険者である要介護高齢者を主な支援対象とする制度であるが、その成立過程における家族
介護者への支援について様々な議論が行われた。介護保険制度の導入に至るまでの経緯から見て、最初は多角
的な視点から行われた家族介護者に対する支援の制度化に関する議論が、現金給付の導入に次第に焦点が絞ら
れてきたことがこれまで多数の研究（増田 2003；岩間 2003）で言及されている。 
当時、現金給付に関しては、ドイツの介護保険制度のような現金給付制度を盛り込むべきであるという考え
方と、家族に介護負担を特定化する恐れがあるという考え方に意見が二分化され、その結果、家族介護者に対
する支援の制度化が見送られることになった。その代りに、同年に「介護保険制度の実施と併せ、高齢者を介
護している家族の身体的、精神的、経済的負担の軽減を図る観点から、家族に対する支援対策の充実を図る」
ことを目的として、「家族介護支援特別事業実施要綱」が定められ、「家族介護支援特別事業」が「地域支援事
業」の一環で、任意事業として位置づけられた。この任意事業の実施主体は市町村となり、実施方法は「市町
村が自らの選択により、地域の実情に応じて実施する」と規定された。なお、事業の内容について、1．家族
介護教室、2．介護用品の支給、3．家族介護交流事業（元気回復事業）、4．家族介護者ヘルパー受講支援事業、
5．徘徊高齢者家族支援サービス事業、6．家族介護慰労事業等が別記された（厚生省 2000）。 
 
3) 介護保険制度における家族介護支援事業の位置づけと変化 
2003（平成 15）年厚生労働省から「介護予防・地域支え合い事業実施要綱」が定められ、そこに「家族介
護支援事業」が入れられた。事業の趣旨として、「高齢者を介護している家族等の様々なニーズに対応し、各種
サービスを提供することにより、高齢者を介護している家族の身体的、精神的、経済的負担の軽減を図るとと
もに、要介護高齢者の在宅生活の継続、向上を図る」ことが記載された。事業の内容について、上記の「家族
介護支援特別事業」による 6 つの事業のほか、新たに「認知症高齢者家族やすらぎ支援事業」を追加し、7 事
業の体制が構築された。 
次いで、2005（平成 17）年度介護保険制度の見直しでは、介護予防に重点が置かれた上、新しい地域支援
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事業が構築され、任意事業である家族介護者支援事業も再編成された。具体的には、1．介護教室の開催、2. 認
知症高齢者見守り事業、3. 家族介護継続支援事業の三つの事業が挙げられた。3. 家族介護継続支援事業の中
身について、①健康相談・疾病予防等事業、②介護者交流会の開催、③介護自立支援事業の三つの小項目に分
けられた。なお、上記の事業以外、「平成 26 年度に、任意事業において介護用品の支給に係る事業を実施して
いる場合は、当分の間実施して差し支えないこととする」ことが記載された。 
 
4) 地域包括ケアシステムの構築にみる家族介護支援事業 
2014（平成 26）年に、介護保険法の改正において、高齢者が「重度な要介護状態となっても住み慣れた地
域で安心して暮らし続けることができるようにするためには、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的
に提供される地域包括ケアシステムを構築する」ことが目的として図られた。この改正によって、新たな「介
護予防・日常生活支援総合事業」が導入され、これまでの地域支援事業の内容も一度見直しされた。しかしな
がら、「家族介護支援事業」は、地域支援事業の「任意事業」という位置付けが変わらないままで、その実施内
容やあり方についても具体的な記載は見られなかった。 
 
5) 家族介護者支援事業の実施状況に関する先行研究の結果 
 
図５ 家族介護支援事業の実施状況（平成 22～24 年） 
出典：株式会社三菱総合研究所「地域支援事業の実施状況等に関する調査研究報告書」（平
成 24 年度）および「地域支援事業の実態及びその効果に関する調査研究事業報告書」（平
成 25 年度）より筆者作成 
 
 家族介護者支援事業に関する研究について、株式会社三菱総合研究所（2013）が、厚生労働省補助金（老人
保健健康増進等事業）の助成を受け、地域支援事業の実施状況等に関する調査を行った。同社が 2010・2011
（平成 22・23）年度各介護保険者からの地域支援事業交付金清算書について調査分析した結果、「家族介護支
援事業」のうち、最も実施の割合が高いのは「介護用品支給（購入費の助成等を含む）」、「家族介護者教室」、
「家族介護者慰労金支給」、「家族介護者交流会」の四つであった（図 5）。「介護用品支給」事業の実施率は 60％
を越えたが、そのほかの事業の実施率はいずれも半数以下になった。なお、介護者へのヘルスチェック・健康
相談の実施率は極めて低くなり、全体のわずか 1％にとどまった。2012（平成 24）年度の結果についても、各
事業の実施率はあまり変化が見られなかった。 
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3. 市町村介護保険者における家族介護者支援事業の実施に関する調査の実施 
 
前節では、介護保険制度が創設される前後、家族介護者に対する支援の体制についてまとめた。近代社会に
おける産業構造の変化及び都市化の進展等の影響で、伝統的な家族形態に変化が生じ、従来家族による高齢者
の在宅介護の継続が困難になり、社会問題として認識されるようになってきた。その結果、孤立化した家族に
とって介護を為し遂げることが難しくなり、家族が対応しきれない部分に対し、外部からの支援が強く求めら
れてきた。介護保険制度では、家族介護者に対する支援施策が任意事業として盛り込まれ、フォーマルの視点
から家族介護への公的支援のシステムを構築したが、具体的な支援策に関する問題点がたくさん残っている。 
そして、本節において、家族介護者支援事業について、実施の状況、そして実施主体の市町村介護保険者の
事業に対する認識等を明らかにするため、量的調査の結果を分析する。 
 
1) 第 1 回調査の背景と目的 
 前述した通り、任意事業である「家族介護支援事業」について、実施主体は各市町村の介護保険者であるた
め、各地の実施状況や実施内容等が標準化されていないことが想定され、各介護保険者に対する調査を通して、
家族介護者に対する支援の現状を具体的に把握する必要性があると思われる。 
 そのため、2015（平成 27）年には、新たな地域包括ケアシステムが導入される時期であり、同年の 11 月か
ら 12 月にかけて、全国の介護保険者における地域包括ケアシステムの開発に関する調査を行い、各市町村の
介護保険者が、家族介護者支援事業の実施について、現状や課題等を明らかにすることを目的とした。なお、
本調査は、「市町村介護保険者における地域包括ケアシステムの開発に関する研究プロジェクト」（研究代表者：
法政大学教授 宮城孝）の一環として実施された。 
 
2) 調査の内容 
 調査の対象者は、全国 1580 ヶ所の介護保険者の介護福祉課の課長および係長であり、郵送によってアンケ
ートを実施した。各市町村における家族介護者支援事業の実施状況を把握するため、4 つの質問項目を設けた。
その内容としては、①実施した事業の内容（複数回答）、②実施した事業は十分であるか、③家族介護者支援事
業の重要性についての考え、④今後、実施する予定がある事業の内容（複数回答）である。 
 
3) 第 2 回調査の状況 
2018（平成 30）年、地域包括ケアシステムを構築していくうえで、全国の市町村の介護保険者において、
地域包括ケアシステムの開発に関する方針と現状における 3 年間の経年変化、また今後の課題を把握するため、
同年 5 月から 6 月にかけて、第 2 回調査を実施した。なお、第 2 回調査の内容は、第 1 回の質問項目および順
番を変えずに実施された。 
 
4) 倫理的配慮 
 本研究は、調査への協力は回答者の自由意思であり、同意が得られなくても何ら不利益を受ける事ないこと
を明記し実施した。なお、回答用紙には回答者が特定されることはないように匿名化し処理した。更に、本研
究は、法政大学人間社会研究科研究倫理委員会の承認を得たうえで実施した。 
 
 
4. 家族介護支援事業の実施現状と課題－市町村介護保険者にアンケート調査の結果から 
 
1) 調査結果の概要 
第 1 回 2015（平成 27）年の調査では、アンケート用紙を 1,580 ヶ所に配布、515 ヶ所から回答を回収し、
回収率は 32.6％である。そして、2018（平成 30）年では、1,580 ヶ所に配布、524 ヶ所から回答を集め、回収
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率は 33.2％である。 
 
2) 調査の結果－第１回調査と第 2 回調査の変化からみる家族介護者支援事業に関する実施の動向 
① 家族介護者支援事業の実施状況について 
2015（平成 27）年に実施した第 1 回調査の家族介護者支援事業の実施内容に関する調査結果は、図 6 の通
りである。最も実施された事業は、家族介護用品購入助成事業であり、実施率は 64.8％であった。また、家族
介護者交流事業については 61.0％、家族介護慰労金支給事業は 61.2％の介護保険者が実施したことがあると回
答した。そのほか、家族介護教室事業の実施率も半分を超え、57.3％に達した。一方、実施率が比較的に低い
事業について、家族介護者相談支援事業の実施率は 4 割未満で、家族介護者に対する健康診断の奨励策に関し
て、その実施率は、他の事業よりはるかに低くて、わずか 1.4％であった。なお、その他の事業を実施したこ
とがある介護保険者が 5.5％であった。 
 
 
図６ 家族介護者支援事業の実施内容（第 1 回） 
 
 
図７ 家族介護者支援事業の実施内容（第 2 回） 
 
 第 2 回調査の結果は、図 7 に示す通りである。前回の調査結果と比較して、全体的には顕著な変化はなく、
各支援事業の実施はやや減少する傾向を示していた。前回も今回も、最も実施された「家族介護用品購入助成
38.6%
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家族介護教室事業
家族介護者交流事業
（介護者の会の開催）
家族介護慰労金支給事業
家族介護用品購入助成事業
家族介護者に対する健康診断の奨励策
その他
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事業」の実施率のみ前回よりすこし上回って、70.2％に達した。その一方、他の事業の実施率について、家族
介護者交流事業は 59.8％、家族介護慰労金支給事業は 59.2％、家族介護教室事業は 52.0％、家族介護者相談
支援事業は 30.8％、いずれも前回より減少する傾向がみられた。前回にも実施率が低かった家族介護者に対す
る健康診断の奨励策は、今回さらに減少し、わずか 0.8％となった。その他の事業を実施した介護保険者につ
いては、前回の 5.5％から今回の 9.4％にやや増加した。 
 
② 家族介護者支援事業の実施に関する認識 
これまでの家族介護者支援事業の実施について、「十分だとは思うか」について、各介護保険者に尋ねたとこ
ろ、調査の結果は図 8 のようであった。第 1 回調査結果では、家族介護者支援事業の実施は「まったく十分で
ない」と考える介護保険者が 5.1％、「あまり十分でない」が 43.8％で、実施が十分ではないと認識する介護保
険者が合わせて全体の半分近く占めた。それに対して、「やや十分である」が 47.7％で最も多く、「とても十分
である」が 3.4％であった。現在まで実施した家族介護者支援事業が、十分か否かについて介護保険者の認識
が分かれていることが明らかになった。 
第 2 回の調査結果では、第 1 回と比べ少し変化が見えた。まず、実施が十分ではないと考えるほうで、「ま
ったく十分でない」が 1.5％に、「あまり十分でない」が 38.9％に減少した。その一方、「やや十分である」と
「とても十分である」と回答する介護保険者が、それぞれ前回より増加していた。今回の結果から、家族介護
者支援事業の実施がまだ十分ではないと認識する介護保険者が減少する傾向が示されている。 
 
 
図８ 家族介護者支援事業の実施に関する認識 
 
③ 家族介護者支援事業の重要性について 
 
 
図９ 家族介護者支援事業の重要性について 
 
 まず、第 1 回調査結果では、家族介護者支援事業の重要性について、「まったく重要でない」と考える介護
保険者が 0.4％で、「あまり重要でない」の 3.8％に加えて、重要でないと考える介護保険者は 5％未満にとど
まった。それに対し、家族介護者支援事業の実施は重要だと回答する介護保険者が大半であった。 
5.1%
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0.0%
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第2回
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 第 2 回調査結果においても大きな変化はなく、家族介護者支援事業が重要だと思う介護保険者がほとんどと
なっている。 
 
④ 今後の家族介護者支援事業の実施予定について 
 今後、家族介護者支援事業を実施する予定に関する回答では、第 1 回調査結果の結果は図 10 の通りである。
「家族介護者交流事業」、「家族介護用品助成事業」、「家族介護教室事業」の順で、実施する予定があると回答
する介護保険者が多いことが分かった。また、「家族介護慰労金支給事業」は 46.6％、「家族介護者相談支援事
業」は 41.1％の介護保険者が実施予定としている。現在実施率最も低い「家族介護者に対する健康診断の奨励
策」については、今後の実施予定も 4.6％にとどまることが明らかになった。 
 
 
図１０ 今後の実施予定（第 1 回） 
 
 
図１１ 今後の実施予定（第 2 回） 
 
第 1 回調査結果と比べて、第 2 回調査の結果では、ほとんどの事業は実施予定が減少する見込みとなってい
る。特に、「家族介護者相談事業」は、前回の 41.1％から今回の 28.3％までに減少した。他の事業も実施が減
少する傾向がみられたが、「家族介護用品購入助成事業」のみほぼ横ばいである。なお、「その他」の事業を実
施する予定がある介護保険者は 16.2％となっている。 
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5. 家族介護者支援事業の現状における問題点と将来の展望 
 
1) 介護保険制度における家族介護の位置づけ 
 介護保険制度が創設された背景には、急速に進行する高齢化、女性の社会進出および家族形態の多様化等が
並行し、従来の家族によって提供される介護機能が弱体化しつつあることが背景として存在している。そこで、
厚生労働省からは医療保険費用の増大への不安があげられる。高齢者介護の当事者たちからは公的サービスへ
の要求と相まって、官民ともに、措置制度から社会保険方式による介護保険制度への設置が求められていた。
これを機に、「介護を社会全体で支え合う仕組み」を構築し、「介護の社会化」を目指す公的サービス提供シス
テムの創設に向かう議論が始まった。しかし、2000（平成 12）年から導入された介護保険制度により、「社会
サービスを受ける機会は増えてきてはいるが、依然として介護を家族に依存する傾向は色濃く残っている」と
いう指摘がされている（菊池 2012）。介護保険制度の導入は、家族にサービスの利用を促す一方、「現実に行
われている家族介護は、政策的に支援されないまま放置されており、『あえて家族介護を評価しない』という戦
略によって、家族介護が不可視化された」と問題提起されている（下夷 2007）。 
 2008（平成 20）年 7 月 18 日、厚生労働省老健局振興課は、「ケアプラン点検支援マニュアル」を各都道府
県の介護保険者に送付した。マニュアルの活用方法に関する説明では、このマニュアルの目的は、「ケアプラン
がケアマネジメントのプロセスを踏まえ『自立支援』に資する適切なケアプランとなっているかを確認しなが
ら…（中略）…健全なる給付の実施を支援するために行うもの」と位置づけられた。 
 本マニュアルの構成は、各事項に関する「質問」→「目的」→「解説」→「留意事項」→「確認ポイント」
→「類似、補足の質問」の順番で作られている。簡単に説明すると、介護専門支援員（ケアマネージャ）を対
象にする点検用の「質問」の項目、または「質問」を設定する目的、介護保険の計画書を作成するにあたりア
セスメントを踏まえて基本的な事柄に対する「解説」、補充するための「留意事項」、それぞれの項目ごとの目
的に対する理解程度をチェックするための「確認ポイント」、および参考にしたい「類似・補足の質問」等から
構成されている。その中で、質問 19＜家族の心身の状況＞に関して、「解説」の一点目は、以下のように記述
されている。 
 
介護保険は利用者の「主訴」すべてに対応できるものではありません。利用者（家族）の自立を支援す
ること、ADL・IADL の「生活上の手間」への支援を目的とします。介護保険は家族介護を社会的に支援する
ことをめざしており、家族ができることや家族だからこそできる「心の支え」までフォローできるもので
はありません。（厚生労働省老健局振興課「介護保険最新情報 Vol.38」2008） 
 
 この「解説」からも、介護保険制度による「介護の社会化」が「社会全体で支え合う」こととして強調され
ることが読み取られ、家族の自助原則を基本とし、介護保険制度があくまでも「家族介護をフォローする」存
在であり、このマニュアルによって、介護の家族責任を確認させる効果が生じると言っても過言ではない。 
そのほか、同マニュアルには、介護支援専門員がケアプランを作成する際、「多角的な視点から（主たる介護
者の）介護力のアセスメント」を行う必要性が言及されている。ここでいう多角的な「介護力のアセスメント」
と「介護者のアセスメント」に関して、今後、介護支援を行う上で留意すべきポイントとして、以下述べるこ
ととする。  
 
2) 家族介護者支援事業の現状と課題 
 家族介護者支援事業の実施率の詳細をみると、本研究の調査結果は、先行研究と同じ傾向が見受けられる。
介護用品支給事業は最も多く実施され、「対象者に対して、介護用品（紙おむつ、尿取りパッド、使い捨て手袋、
清拭剤、ドライシャンプーなど）が支給」されてきた。しかし、支給の対象者は要介護 4 および 5 の重度の要
介護者、さらに市町村民税非課税世帯に限定され、支給額に一人あたり年間 75,000 円の制限が設けられた。
なお、家族介護者慰労金支給事業に関しても、同じく重度の要介護者（要介護度 4 または 5）を介護する住民
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税非課税の世帯を対象にする支援を行うというものの、過去 1 年間には介護保険サービスを利用していなかっ
たこと（年間 1 週間程度のショートステイの利用を除く）が条件となっている。以上の条件を見てみると、こ
の二つの事業の対象者は低所得かつ重度の要介護者を介護している家族に限定していることが明らかである。 
 その他の事業に関して、家族介護者教室と家族介護者交流、および家族介護者相談支援の三つの事業は、介
護者を対象に、日常の介護生活から一時的に解放し、介護者同士での話し合いを通じ、悩みや苦しみを共有す
ることによって、情報交換や孤立感を緩和することを目的とし、専門職からのアドバイスを受け、要介護者の
状況等に関する知識から始め、介護のスキルを向上することを目指し、在宅介護の継続を図ることとしている。 
 そのため、実施された家族介護者支援事業は、介護者の社会的孤立の防止にとって効果的であるが、前述の
通り、これらの事業の目的はあくまで「要介護高齢者の在宅生活の継続」を前提とした介護者を支援すること
である。つまり、現在の「家族介護者支援特別事業」は、介護者が「含み資産」として評価され、在宅介護の
協力者としての機能が期待されている。その機能を維持することを目的とし、介護者が抱える介護上の問題だ
けに着目するような施策と言えよう。 
 一方、介護者本人に提供する支援事業としてあげられ、例えば、「家族介護者に対する健康診断の奨励策」の
実施率が極めて低く、介護者の健康状態に対するアセスメントの不十分さが伺える。昼夜問わずの長時間介護
により、介護者の精神および身体の健康を損ない、現状では、介護維持には問題なさそうに見えるが、将来的
に介護力に影響しそうな健康問題を抱えている介護者は少なくないことは、想像に難くない。さらに、介護者
が自身の体調が優れていなくても、要介護者の介護を優先にせざるを得ない状況に陥る事態まで発展する恐れ
もある。そのためにも、これらのリスクを事前に対応するためには介護者へのヘルスチェック等の支援の重要
性が明白である。しかし、現状からみると、この部分の援助が不足していることが課題であることを指摘した
い。 
 なお、2 回の調査にわたって、家族介護者支援事業に関する認識の結果は大きく変動せず、「やや重要である」
および「とても重要である」と答えた介護保険者はほとんどである。介護保険者からみれば、家族介護者支援
事業の重要性は認識されていると言える。その一方、現在実施中の事業について、「とても十分である」と思う
介護保険者では、第 1 回は 3.4％、第 2 回は 8.3％で、「やや十分である」について、第 1 回は 47.7％、第 2 回
は 51.3％となっており、全体的に、実施する事業が十分であると考える介護保険者はやや増加する傾向にある。
にもかかわらず、2 回の調査における実施内容の変化を見てみると、実施した事業に関する結果の割合が逆に
減少する傾向にあり、さらに、今後の実施予定についても、第 1 回より第 2 回のほうが、実施予定がある事業
が縮減することが予測される。この点からも、実施する事業が実際十分であるかどうかについて、疑問を感じ
せざるを得ない。 
介護保険制度が創設された当初、「さらに十分議論を重ねる必要があるが、その結論が出るまでの間」（菊池 
2012）として、家族介護支援特別支援事業が設けられたが、その後の一連の改正動向からみると、家族介護者
の状況を改善することが果たされたとは言い難い。しかし、超高齢化社会を迎えた日本においては、これから
高齢者介護問題がますます厳しい局面に臨むことは間違いない。今後の課題として、在宅介護を維持するため
の支援だけでは不充分と考えられ、介護者支援事業の根本的な見直しが必要と考えられる。そのはじめとして、
家族介護者の需要を幅広い視点から捉え、包括的アセスメントを通し、介護者支援の内容を客観的に可視化し
ていく作業が必要と考えられる。 
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